
記 入 例 

様式第１号（第６条関係） 

 

耐震診断支援事業申請書 

 

令和〇年 〇月 〇日 

 

横手市長  様 

 

申請者 郵便番号 013－0060 

住所   横手市条里一丁目１番１号 

                       氏名    横手 花子   

                       電話番号 0182（ 35 ）2224 

 

次の住宅の耐震診断を受けたいので、横手市木造住宅耐震診断支援事業実施要綱第６条の規定

により申請します。 
 

所 在 地 

 

横手市条里一丁目１番１号 

 

対 象 住 宅 の 種 類 

 

■一戸建て住宅 

 

 □併用住宅（住宅以外の用途：□店舗 □事務所 □その他） 
 

建 築 年 月 日 
 

昭和 ５０年 ５月３０日 

 

増 築 の 有 無 

 

 有 ・ 無 （増築年月日昭和６３年８月３０日・増築規模 30.0 ㎡）   

 

設 計 図 書 の 有 無 

 

 有 ・ 無 

延 べ 面 積  

(内 住宅部分の面積) 

 180.0 ㎡ 

（     180.0 ㎡）      
階 数 ２ 階 

派遣を避けてほしい

曜日 
 月曜 ／ 火曜 ／ 水曜 ／ 木曜 ／ 金曜 

派遣を避けてほしい

その他の日 土曜日 

派遣を避けてほしい

時間帯 
 午前 ／ 午後 

摘             要 
増築工事回数２回 

昭和５８年７月に 20.0 ㎡増築 

備考 １．増築の有無欄の増築年月日、増築規模には最新の内容を記入してください。 

２．摘要欄には、増築工事を複数回行っている場合に、増築の有無への記入以外の内容を

記入してください。 

 

※ 添付書類 

（１）対象住宅の着工時期が確認できる書類（建築確認通知書、検査済証、登記事項証明書等） 

（２）固定資産税課税台帳の（家屋）の写し 

（３）申請者及び同一世帯に属する者の納税証明書または非課税証明書 

（４）対象住宅に借家人がいる場合は、耐震診断の実施に係る同意書の写し 

（５）対象住宅に複数の所有者がいる場合は、耐震診断の実施に係る同意書の写し 

（６）案内図 

（７）前各号に掲げるもののほか市長が必要と認める書類（委任状等） 



記 入 例 

様式第３号（第８条関係） 

 

耐震診断支援事業実施取りやめ届 

 

令和〇年 〇月 〇日 

 

横手市長  様 

 

申請者 郵便番号 013－0060 

住所   横手市条里一丁目１番１号 

                       氏名    横手 花子   

                       電話番号 0182（ 35 ）2224 

 

令和〇年 ○月 ○日付け建住第○○○号で決定通知があった耐震診断の実施について、下記

の理由により取りやめしたいので、横手市木造住宅耐震診断支援事業実施要綱第８条の規定によ

り届け出ます。 

 

 

所 在 地 

 

横手市条里一丁目１番１号 

 

 

 

 

 

 

 

取 り や め 理 由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○○○○○○のため 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



記 入 例 

  令和〇年 〇月 〇日 

 

横手市長    様 

 

 

 

郵便番号  013－0060 

住所     横手市条里一丁目１番１号 

                      申請者 氏名 横手 花子   

                       生年月日  S〇年 〇月 〇日    

 

個人情報確認同意書 

 

 

横手市木造住宅耐震診断支援事業の申請にあたり、下記の確認内容について、世帯主と同

一世帯員全てについて、市長が確認することに同意します。 

 

 

記 
 

 

確認内容 

１． 市税（市民税、固定資産税、軽自動車税、国民健康保険税）を滞納していないこと。 

２． 申請者と住宅所有者の関係 

 

世帯主並びに同一世帯員 

氏名 続柄 生年月日 

 世帯主 
 

横手 次郎 子  

横手 花江 子の妻 

 

横手 一郎 子の子  

   

   

※ この同意書は申請者本人が署名し、作成してください。 

※ 申請者が世帯主の場合は、世帯主欄の記入を省略していただいても構いません。 

※ 世帯主のみ生年月日を記載してください。 

※ 続柄は申請者からの続柄ではなく、世帯主からの続柄を記載してください。 

  （例：申請者である息子の父親が世帯主である場合の息子の妻 → 子の妻） 

※ 同一世帯員が高校生以下の場合は記載不要です。 

※ この同意書に基づき知り得た個人情報については、本事業以外に使用しません。 

※同一世帯員が高校生

以下の場合は記載不

要です。 

※申請者が世帯主の場

合は、世帯主欄の記

入を省略していただ

いても構いません。 


